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施工パッケージ型積算方式の
フォローアップ調査結果と改善に向けた研究

1.　はじめに

国土交通省では，価格・契約の透明性向上や積
算業務の効率化等を目的に「施工パッケージ型積
算方式」（以下，「本方式」という。）を平成 24 年
10 月 1 日以降に入札を行う工事より導入し，平
成 29 年 4 月時点で総数 416 施工パッケージを適
用している 1）。本方式については，導入効果や実
施課題の把握を目的に，発注者および受注者への
アンケート形式によるフォローアップ調査を実施
しており，本稿では，平成 28 年度および 29 年度
に実施した調査結果を報告する。

2.　施工パッケージ型積算方式の概要

本方式の概要として，主な特徴，期待される導
入効果，導入経緯を以下に示す。

⑴　本方式の主な特徴
①　標準単価の設定
従来の積上げ積算方式は，必要とされる機械・
労務・材料等の数量を定め，これらを機械経費・
労務費・材料費等に乗じて足し上げることで直接
工事費を算出する方式である。これに対し，本方

式は，施工単位ごとに機械経費・労務費・材料費
を 1つに含んだ標準単価を設定し，これを用いて
直接工事費を算出する方式である。
②　標準単価，補正方法等の公表
価格の透明性を確保するため，標準単価，機労
材構成比，標準単価から地区・時期に対応した積
算単価への補正方法等を公表している。

⑵　本方式の導入により期待される効果
①　価格の透明性の向上
標準単価，標準単価から積算単価への補正方法
等を公表することにより，発注者の価格設定が明
確化され，受注後の単価協議や設計変更時等にお
ける受発注者の協議の円滑化が見込まれる。
②　元下間の契約の透明性の向上
「標準単価」として直接工事費が公表されると
ともに，施工パッケージ単位で総価契約単価合意
を実施し，合意単価が示されることになるため，
元下間の契約の透明性向上が見込まれる。
③　積算業務等の負担軽減
本方式は，積上げ積算方式のように機械経費・
労務費・材料費ごとに積上げる必要がなく，条件
区分ごとに設定された標準単価を選択する方式で
あるため，積算業務の簡素化や効率化が図られる。

⑶　本方式の導入経緯
本方式は，3工事区分（舗装，道路改良，築堤
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・護岸）の主要工種に 63 施工パッケージを設定
し，平成 24 年 10 月 1 日以降に入札を行う工事よ
り導入した。以降，工事区分等の拡大を順次行
い，平成 29 年 4 月時点で総数 416 施工パッケー
ジを適用している。

3.　フォローアップ調査の調査結果

⑴　調査概要
本方式かつ総価契約単価合意により実施した工
事のうち，①合意種別ごと（個別合意，包括合
意），②工事規模ごと（本官工事，分任官工事）に，
③北海道開発局，各地方整備局，沖縄総合事務局
の各事務所につきそれぞれ 1工事を原則として選
定した工事について，発注者（発注者支援業務受
注者を含む）および受注者に対してアンケート形
式（書面調査）にて調査を実施した。調査対象，
調査実施期間，有効回答数は，下記のとおりであ
る。なお，重複回答を避けることから，発注者は
1担当者 1回答（複数工事担当の場合）としてい
るため，発注者と受注者の有効回答数は異なる。
【平成 28 年度 実施調査】
調査対象：平成 27 年度に発注した工事
実施期間：平成 28 年 5 〜 7 月
有効回答数：発注者 639 件，受注者 673 件

【平成 29 年度 実施調査】
調査対象：平成 28 年度に発注した工事
実施期間：平成 29 年 5 〜 7 月
有効回答数：発注者 651 件，受注者 664 件

⑵　調査結果
調査結果の概要を以下に示す。
なお，図中の有効回答数（N）は設問ごとの有
効回答数を示しており，調査全体としての有効回
答数とは異なる。
①　導入効果について（選択肢形式）
1）　価格の透明性について（Q．標準単価や補
正式を公表することで，積上げ方式と比べ価格
の透明性は高まったと思いますか。）（図－ 1）

「かなり高まった」あるいは「やや高まった」
との回答が，発注者，受注者ともに，約 5〜 6
割であり，2カ年で同傾向となっている。

2）　積算に要した時間について（Q．積算に要
した時間は積上げ方式と比べ，どのように変化
しましたか。）（図－ 2）
発注者で約 2割，受注者で約 6割が「短縮し

ている」と感じており，受注者の方が短縮して
いると感じていることがわかる。

3）　積算基準書の理解のしやすさについて（Q．
積算基準書に記載されている本方式の内容は積
上方式と比べ理解しやすかったですか。）（図－ 3）
「かなり理解しやすい」あるいは「やや理解
しやすい」との回答が発注者では 28 年度で約

図－ 2　積算に要した時間について
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図－ 1　価格の透明性について
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2 割，29 年度で約 3割となっている。また，受
注者では約5割で，2カ年で同傾向となっている。

4）　協議への効果について（Q．本方式の導入
により協議は円滑になりましたか。※単価個別
合意方式の場合のみ回答）（図－ 4）
「かなり円滑になった」あるいは「やや円滑
になった」との回答が発注者で約 2割，受注者
では約 4割となっている。
導入効果に対する調査結果より，本方式の導

入効果については，特に受注者からおおむね良
い評価が得られていることがわかる。また，本
方式導入後の時間経過に伴い，本方式に対する
理解度が受発注者ともに深まることが予想され

るため，積算時間の短縮では，今後さらにその
効果が発現されることが期待される。
②　実施課題について（自由記述形式）
本方式を実施する上での「課題」については，
自由記述形式とし，回答を分類して集計した（複
数回答あり）。結果を図－ 5，6に示す。
発注者，受注者ともに「歩掛廃止による影響」
を懸念する意見が最も多い結果となった。また，
発注者では「基準書が煩雑・不明瞭」との意見も
多く，受注者では「現場条件との乖離（設計値が
標準単価の適用範囲の上限値の場合や一定規模以
下の場合は，単価が合わない等）」との意見も多
かった。

図－ 3　積算基準書の理解のしやすさについて
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図－ 4　協議への効果について
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図－ 5　実施課題について（平成 28年度）
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図－ 6　実施課題について（平成 29年度）
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4.　フォローアップ調査結果を受けた
改善策

フォローアップ調査にて把握した課題に対する
意見を参考に，本方式が，より効率的で使いやす
いものとなるよう改善を行っている。ここでは
28 年度に実施した改善策の一例を紹介する。な
お，28 年度に実施した改善策は 29 年度に発注す
る工事で適用する標準単価や積算基準書にて反映
されている。

⑴　「歩掛廃止による影響」に対する改善策
①　条件区分の拡大
標準単価は条件区分ごとに設定しており，現場
条件が条件区分の適用範囲外となる場合，発注者
では見積徴収や特別調査等を行う必要が生じる。
このことから，条件区分の上下限値の幅が狭く，
設計値が条件区分の範囲外となってしまう事例が
多い施工パッケージについて，適用範囲を広げて
条件区分の拡大を行った（表－ 1）。

②　材料ロス率の記載
本方式では一部を除き材料ロスの費用も標準単
価に含むため，積算基準書には材料ロスを含むこ
とを明記しているものの，材料ロス率の記載はな
い。しかし，「受注者説明の際に材料ロス率が必
要となる」などの意見が多いことから，積算基準
書に材料ロス率を記載した（表－ 2）。

③　作業日当り標準作業量の記載
前述のとおり，本方式では，標準作業量に応じ
た機械経費や労務費，材料費等を 1つに含んだ標
準単価を設定するため，標準作業量自体の積算基
準書での記載は必須ではない。しかし，標準作業
量は，工程や施工日数の検討等で用いられること
から，検討の際に参考として活用されることを目
的とし，積算基準書へ作業日当り標準作業量を追
加記載した（表－ 3）。

⑵　「積算基準書が煩雑・不明瞭」に対する改善
策
積算基準書には，標準単価の適用範囲や標準単
価に含まれる内容を記載しているが，その記載内
容が不明瞭との意見が多い施工パッケージについ
て，内容を明確にした（表－ 4）。

⑶　「現場条件との乖離」に対する改善策
舗装厚さなどの設計値を「〇〇mmを超え○○
mm以下」のように設計値の範囲で区分化した施
工パッケージでは，区分ごとに標準的な設計値を
設定し，この条件のもと標準単価を算出してい
る。そのため，「実際の設計値」とその設計値が
含まれる適用範囲において「標準的な設計値とし
て採用した値」に大きな格差がある場合，積算金
額と実態にも大きな乖離が生じる可能性がある。

表－ 1　改善策の一例（現場打ち水路（本体））

適用範囲（10m当りコンクリート使用量） 条件区分数

5.5m3/10m～8.1m3/10m 8

9 区分を追加し，適用範囲を 3.6m3/10mまで拡大

3.6m3/10m～8.1m3/10m 17

表－ 2　改善策の一例（基礎砕石）

積算基準書における材料ロス率の記載

砕石の材料使用量のロスを含む。

材料ロス率を基準書に記載

砕石の材料ロスを含む（標準ロス率は，＋0.20）。

表－ 3　追加記載した施工パッケージ例

作業日当り作業を追加記載した施工パッケージ例

人力運搬工（人肩運搬，小車運搬）

芝付工（市松芝）

排水構造物工（PC管，コルゲートパイプほか）

表－ 4　改善策の一例
（現場打ち集水桝・街渠桝（本体））

標準単価に含まれる内容の明確化

足掛け金物は別途計上する。

標準単価に含まれる内容を明確化

足掛け金物は別途計上する。ただし，集水桝コンクリート
打設時に足掛金物を先付けするタイプの場合，足掛金物の
設置手間は上表に含む。
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そこで，大きな乖離が生じる可能性がある施工パ
ッケージについては，「設計値の範囲で設定した
区分」から「設計値の実数入力」へ変更すること
で，任意の設計値に応じた金額を積算できるよう
改善を行った。

5.　ま と め

フォローアップ調査により，本方式の導入効果
については，特に受注者からおおむね良い評価が
得られていることが確認できた。一方，本方式に

対する課題を把握したことから，課題に対する改
善も行った。
今後も，継続してフォローアップ調査を実施
し，導入効果の確認と課題の把握を行い，より効
率的で使いやすい積算方式となるよう改善に努め
ていきたい。
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図－ 7　改善策の一例（アスファルト舗装工）

【改善前】設計値の範囲で区分化。
⇒標準単価は適用範囲に応じて階段状に設定される。

【改善後】
「設計値の範囲で設定した区分」から「設計値の実数入力」へ変更。
⇒任意の設計値に応じた金額が積算される。

標準的な設計値
（例：適用範囲内の
平均値）を設定し，
この条件のもと算出
した金額を標準単価
とする。

「実際の設計値」
と「標準的な設
計値として採用
した値」に大き
な格差がある場
合，積算金額と
実態に大きな乖
離が生じる可能
性がある。
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35～ 45mm
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